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研究要旨 
 研究要旨 
 Ａ.研究目的：アルコール依存症者を早期の段階で治療に導入し回復を促すために、アルコール

関連問題に関わる関係諸機関の連携が不可欠である。これを踏まえ、平成 26 年度は、既存のアル

コール依存症の治療・社会復帰に関わる医療機関、行政（精神保健福祉センター(以下「MHWC」と

略す)・保健所等）、自助グループ、社会復帰支援施設等の施設間連携の現状把握並びに連携を明

確化し既存のアルコール医療連携モデルを示す。平成 27 年度は、連携の課題を抽出しアルコール

専門医療機関名を明確にする。合わせて前年以外の連携を示す。平成 28年度は、早期治療並びに

回復に役立つ関係諸機関連携モデルの提示を行う。合わせてアルコール依存症者を速やかに医療

機関に繋ぐための情報提供書とアルコール専門医療機関情報リストを作成し、MHWC、保健所等と

アルコール専門医療機関との間の連携マニュアルの作成を目的とした。 

Ｂ.研究方法：平成 26 年度；研究１、全国 69MHWC を対象に、アンケート調査を実施した。調査
1．MHWC が関わっているアルコール関連問題に関する連携の実態を調べ、アルコール医療関係諸
機関の連携の現状を明らかにする。調査 2．MHWC が関わっていないアルコール関連問題に関する
連携の実態を調べ、関係諸機関の連携の現状を明らかにする。研究２、調査結果を踏まえ、MHWC
等にインタビューを実施し、アルコール専門医療機関、行政、自助グループ、社会復帰支援施設
等の施設間連携モデルを明らかにする。 

平成 27 年度；研究１では、全国の連携の課題を抽出すべく、全国 69MHWC を対象に、アンケー
ト調査を実施した。調査 1．MHWC が関わっているアルコール依存症者を医療に繋ぐための連携組
織及び連携活動、調査 2．MHWC が関わっていないアルコール依存症者を医療に繋ぐための連携組
織及び連携活動、調査 3．MHWC 所管域におけるアルコール医療の状況調査を実施した。研究２で
は、26 年度の調査結果と異なる機関連携を探るべく家族会等の団体にインタビューを実施した。 

平成 28 年度；研究 1、アルコール依存症者を早期にアルコール専門医療機関に繋ぐための相談
拠点となる MHWC 等の役割を明確化する。研究２では、早期にアルコール依存症者をアルコール専
門医療機関に繋ぐための①情報提供書を作成。平成 27 年度に抽出したアルコール専門医療機関を
精査した情報を収集して②MHWCが把握するアルコール専門医療機関情報リストを作成し、③MHWC、
保健所とアルコール専門医療機関の連携マニュアルを作成する。 

Ｃ.研究結果：平成 26年度、研究１調査 1.MHWC が関わっているアルコール医療に関わる連携は
36、うち保健所とは 21、自助グループとは 15 であった。地域ブロック毎のセンター数：アルコ
ール医療連携件数でみると、北海道・東北 9：2、関東・甲信越 18：3、北陸・中部 9：1、近畿 11：
7、中国・四国：11：11、九州 11：12 と近畿以西でアルコール医療連携が多い傾向にあった。調
査２．MHWC が係わっていないアルコール医療連携は 15 件、うち保健所との連携は 11 件、さらに
自助グループとの連携は 7件であった。MHWC ブロック毎のセンター数：アルコール医療連携件数
でみると、北海道・東北 9：2、関東・甲信越 18：3、北陸・中部 9：1、近畿 11：7、中国・四国：
11：11、九州 11：12 で、近畿以西が多い傾向にあった。研究 2では 7タイプのアルコール医療連
携モデルを作成した。島根県モデルと北里大学モデルからは、早期の依存症治療導入には一般科
医療との連携が必要であることが示された。 

平成 27 年度、研究 1 調査１①MHWC が係わっているアルコール依存症者を医療に繋ぐための機



関連携は 53MHWC から、70 の活動あげられ、その中で直接医療に繋ぐための連携は、33 活動で、

うち 25 が個別相談に係わる連携である。この連携の MHWC と連携先では、アルコ－ル専門医療機

関との連携が 81.4％、精神科医療機関が 74.3％、保健所 71.4％、断酒会 63.5％、福祉事務所 30％

である。②ⅰ）全国 69の MHWC が把握しているアルコール専門医療機関は、96.3%の MHWC にあり、

ないは 3.7％。ⅱ）全国に専門病院は 243、診療所数 156、総計 399、うち治療プログラム有は 202

であった。ⅲ）MHWC 所管域内にあるアルコール専門医療機関数の充足状況は、足りている MHWC

は、15.9%に止まり、不十分は、75.4%である。ⅳ）MHWC 所管域内の専門医療機関の質がよいと回

答した MHWC は、33.3％で、不明 26.1％と 3 割弱が質の把握不十分である。調査２：MHWC が直接

かかわわっていないがアルコール依存症者を医療に繋ぐための機関連携・連携活動では、連携「あ

る」は、34.7%であり、具体的な内容記載が 29 活動でアルコール依存症者を直接医療に繋ぐ活動

は 12 である。この機関連携・活動機関は、精神科医療機関、保健所、断酒会、アルコール専門治

療機関の順に多い。これらの機関が連携の要であることがうかがえた。調査３；①MHWC 所管域に

おけるアルコール依存症者を医療に繋ぐ状況の評価は、概ね繋ぎができている MHWC は、23.2%と

１/4 以下、少しできているが、73.9%。あり、繋ぎ機能の強化の必要性が示唆された。②ⅰ）MHWC

の個別診療は、概ね個別診療ができている MHWC は、17.4%と１/5 以下である。ⅱ）医療機関の情

報提供は、概ね情報提供ができている MHWC は、75.3%。できていない主な理由は、8MHWC が医療

機関の不足をあげた。ⅲ）医療へのつなぎについては、概ね診療への繋ぎができている MHWC は、

37.7%と 1/3 程度であった。できていない理由は、医療機関の不足が、28.6% の MHWC で、関与す

る人材不足は 19%、専門技術の不足 9.5%あった。いずれにしても専門医療機関の充足は医療への

つなぎを良くするためにも不可欠である。研究 2 では、家族会等ピアサポートを行っている自助

グループが、医療との連携を積極的に行うことが有効であった。  

平成28年度；研究1.平成26・27年度の結果を踏まえアルコール問題相談支援機関としてのMHWC

の役割を明確化した。研究 2.MHWC が把握しているアルコール専門医療機関は、全国に 275 か所で

あり、機関名称とアルコール治療プログラムの有無を明らかにした上で、①情報提供書、②MHWC

が把握するアルコール専門医療機関情報リスト③MHWC、保健所等とアルコール専門医療機関の連

携マニュアルを作成し、全国の MHWC 及び保健所に配布した。 

Ｄ.考察：平成 26 年度、研究 1：アルコール医療連携数は少なく、原因の究明は次年度の課題
として残った。研究 2 では、7 タイプのアルコール医療連携モデル図を示すことが出来た。それ
ぞれ、少しずつ異なっており、立場に応じた活用が必要である。現時点のアルコール医療連携モ
デルを示すことが出来た意義は大きいと考える。 

平成 27 年度、調査１①MHWC がアルコール依存症者を医療に繋ぐための機関連携活動の中では、
直接医療に繋ぐための連携は、33 活動と少なく直接の繋ぎ強化の必要性が浮かび上がった。個別
相談に係わる連携も 25 で同様に繋ぎ強化が必要であった。この MHWC との連携先では、アルコ－
ル専門医療機関との連携が 81.4％、精神科医療機関が 74.3％、保健所 71.4％、断酒会 63.5％、
福祉事務所 30％であり、これらが連携の要になると考えられる。②全国 69MHWC の 96.3%が、アル
コール専門医療機関を把握し、399 か所と数多く挙げられたが、依存症を診察しているという自
己申告による医療機関が含まれており精査の必要性が示された。アルコール医療機関数の充足状
況では、足りている MHWC は、15.9%に止まり、不十分は、75.4%であり更なる充足が必要と考えら
れた。MHWC 所管域内の専門医療機関の質はよいが、33.3％とどまり質の改善の必要が示された。
不明 26.1％と 3割弱が質の把握不十分で把握の改善の必要性が示された。調査 2．MHWC が直接か
かわわっていないがアルコール依存症者を医療に繋ぐための機関連携・連携活動は、34.7%の MHWC
に連携があり、具体的な内容記載が 29 活動で、アルコール依存症者を直接医療に繋ぐ活動は 12
である。この機関連携・活動機関は、精神科医療機関、保健所、断酒会、アルコール専門治療機
関の順に多い。これらの機関が連携の要であることがうかがえた。調査３；①MHWC 所管域におけ
るアルコール依存症者を医療に繋ぐ状況は、概ね繋ぎができている MHWC は、23.2%と１/4以下で
繋ぎ機能の強化の必要性が示唆された。 



平成 28 年度、研究 1：平成 26、27 のアルコール依存症者とアルコール専門医療機関との連携
活動の少ないこと、その強化の必要性、連携の要がアルコ－ル専門医療機関、精神科医療機関、
保健所、断酒会、福祉事務所であるという研究結果を踏まえ MHWC 等が中心となるアルコール問題
の相談拠点と相談体制のアルコール問題地域相談支援センター案を示した。専門職によるアルコ
ール相談専門員（仮称：アルコールコンシェルジュ）を配置することを提案した。活動において
は回復者の相談員も活用することで、回復するイメージを周知することにも役立ってもらえると
考えた。相談拠点における事業は、次の 5 点①連携構築、②人材育成研修、③相談支援事業、④
モデル事業、⑤普及啓発事業を挙げたが、全てを同時期に実施するのは困難なので各 MHWC の状況
に応じて拡大して充実していく必要があると考えている。 

研究２：早期にアルコール依存症者をアルコール専門医療機関に繋ぐために、情報提供書、MHWC
が把握するアルコール専門医療機関情報リストを作成した。それらを精神保健福祉センター、保
健所等とアルコール専門医療機関の連携マニュアルとして、各 MHWC と各保健所に配布することと
した。情報リストを見れば紹介先の医療機関が容易にわかりアルコール依存症者をアルコール専
門医療機関へ早期に繋ぐことに役立てると考えている。 
 [総括] アルコール依存症者をアルコール専門医療機関に繋ぐために、①MHWC がアルコール問題
地域相談支援センターの役割を担い地域の要となる機関連携モデルを示したが、今後の依存症を
はじめとするアルコール問題の解決に寄与できるものと考えている。②精神保健福祉センター、
保健所等とアルコ－ル専門医療機関の連携マニュアルを使用することで、これまでより容易に繋
ぎができるようになることを期待したい。 
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Ａ. 研究目的 

 平成 25 年にアルコール健康障害対策基本法

が成立、平成 26 年に施行された。平成 28 年 5

月にはアルコール健康障害対策推進基本計画

が策定された。これらを受け、アルコール依存

症者の早期受診及び回復への支援は喫緊の課

題となった。 

本分担研究では、アルコール依存症者を早期

に医療に繋ぎ治療へ導入して良好な回復に導

くために、アルコール関連問題に関わる諸機関

の連携が不可欠であることを踏まえ、既存のア

ルコール依存症の治療・社会復帰に関わる医療

機関（以下「アルコール専門医療機関」）、医療

への橋渡しや地域での行政（精神保健福祉セン

ター・保健所等）、アルコール依存症者が安定

した断酒を続けるための断酒会やＡＡ等の自

助グループ、安定した断酒を支え就労に繋げる

社会復帰施設等の施設間連携の現状把握、並び

に既存の関係機関連携モデルを抽出し、早期治

療並びに回復に役立つ関係機関連携モデル提

示を行う。平成 26 年度は関係機関連携の実態

把握と既存の連携モデルを明確化することを

目的としたが、平成 27 年度は機関連携強化の

課題抽出と平成 26 年度抽出以外の連携モデル

の抽出を目的とした。平成 28 年度は、これま

で抽出した連携モデルから今後の基本となる

アルコール関係機関連携モデルを抽出する。合

わせて、早期にアルコール依存症者をアルコー

ル専門医療機関に繋ぐための情報提供シート

を作成する。また、紹介先のアルコール専門医

療機関は、平成 27 年度に抽出したアルコール

専門医療機関を精査したうえで、情報を収集し

て MHWC が把握するアルコール専門医療機関リ

ストを作成し、MHWC、保健所等とアルコール専

門医療機関の連携マニュアル作成と普及を目

的とした。 

 



Ｂ．研究方法 

平成 26 年度、研究１：地域におけるアルコ

ール関連問題に関する連携組織・活動の実態に

ついてアンケート調査を実施し、アルコール依

存症者を早期に医療に繋げ、回復に導く為の連

携の実態を探る。アルコール医療・一般医療が

参加している連携会議の存在する地域では強

いアルコール医療連携が確立しているという

前提で、アルコール専門病院、精神科病院、一

般医療機関の医療機関が加わった連携会議が

あった場合を、アルコール医療との連携ありと

して調査結果を作成した。調査対象は、全国 69

か所の精神保健福祉センター（以下センターも

しくは MHWC と略）。調査期間は、平成 26 年 7

～8 月の 1 か月間。調査内容は、調査 1．精神

保健福祉センターが関わっているアルコール

関連問題に関する連携の実態を探り、アルコー

ル依存症者を早期に医療に繋げ、回復に導く為

の医療機関、行政、自助グループ、社会復帰施

設等の連携を抽出する。調査 2．1 と同様に精

神保健福祉センターが関わっていないアルコ

ール関連問題に関する関係機関の連携の実態

についてアンケート調査を実施した。 

研究２：研究１の調査結果を踏まえ、アルコー

ル医療連携がなされている分担研究者、研究協

者が所属するセンター等に対して、①専門医療

機関の現状と連携状況、②自助グループの現状

と連携状況、③社会復帰施設の現状と連携状況、

④精神保健福祉センターと保健所（福祉保健セ

ンター）の活動の現状と連携状況、⑤ネットワ

ークの現状と連携状況、⑥その他の内容につい

てインタビューを行いアルコール医療連携の

モデル図を描いた。 

 

平成 27 年度、研究１：地域におけるアルコ

ール依存症者を医療に繋ぐための連携組織・連

携活動の実態についてアンケート調査を実施

し、アルコール依存症者を早期に医療に繋げ、

回復に導く為の連携の実態を探る。全国の状態

を把握すべく、全国 69か所の MHWC を調査対象

とした。調査期間は、平成 28 年 1月 21 日～31

日。調査内容は、調査 1．MHWC が関わっている

アルコール依存症者を医療に繋ぐための機関

連携及び連携活動の実態を探り、アルコール依

存症者を早期に医療に繋げ、回復に導く為の医

療機関、行政、自助グループ、社会復帰施設等

の連携を抽出する。調査 2．MHWC が関わってい

ないアルコール依存症者を医療に繋ぐための

機関連携及び連携活動の実態を探る。アルコー

ル関連問題に関する関係機関の連携の実態に

ついてアンケート調査を実施する。調査 3．MHWC

所管域におけるアルコール医療の状況調査を

実施した。 

研究２：平成 27 年度は 26 年度抽出以外の連

携モデルの抽出を目的とし、ネットワークの現

状と連携状況、その内容についてインタビュー

を行いアルコール医療連携のモデル図を描く。 

 

平成 28 年度、研究 1：平成 28 年度は、平成

27 年度と平成 26 年度に抽出したアルコール依

存症の治療・回復支援等に関する多機関連携モ

デルから基本的な多機関連携モデルを示すこ

とを目的とし、合わせてアルコール依存症者を

早期にアルコール専門医療機関に繋ぐための

相談拠点となる MHWC 等の役割を明確化する。 

地域アルコール依存症対策における MHWC の

役割については、H26・H27 年度の当分担研究班

の調査結果から以下のような必要性が抽出で

きた。 

１．地域における依存症支援策に関する行政

（精保センター・保健所等）、医療、地域保健、

回復施設、更生保護、自助グループ、民間団体

の連携体制の構築に努める必要性。 

２．現代の依存症問題のよりわかりやすい普及

啓発 を行う必要性。 

３．当事者・家族がアクセスしやすい相談機関

の所管内への設置を担う必要性。 

４．当事者回復支援プログラム実施機関を確保

する。地域の状況によっては先駆的に MHWC が

実施の役割を担う必要性。 



５．家族への支援プログラムの充実を図り、家

族支援を強化する必要性。 

６．当事者・家族の自助グループ活動の受け皿

となる必要性。 

７．前述の自助グループ活動の育成/支援を行

う必要性。 

これらを踏まえて、アルコール問題の相談拠

点と相談体制の要となる「アルコール問題地域

相談支援センター」案を示す。 

１）相談拠点機関の設置は、「アルコール問題

地域相談支援センター」等の分かりやすい名称

の相談拠点機関を都道府県に1カ所以上設置す

る（なお、わかりやすい名称については、ひき

こもり地域支援センターの看板を掲げること

によって相談数が激増したことが参考となっ

ている）。相談拠点機関の人員は、医師、保健

師、ソーシャルワーカーなどの専門職によるア

ルコール相談専門員（仮称：アルコールコンシ

ェルジュ）を配置する。なお、活動においては

回復者の相談員も活用する。相談拠点の長は、

相談拠点の受託先である機関（MHWC 等）の職員

の兼務が可能とする。各種事業は、受託先の事

業所との連携で行う。 

２）相談拠点における事業は、次の 5点が考え

られる。 

①連携構築：地域における相談支援体制の構築

のために、相談拠点機関は、都道府県政令市が

主宰する自治体のアルコール健康障害対策推

進会議に参画する。相談拠点機関は、保健、医

療、福祉、その他の事業所、関係団体などを参

集する。そして、相談拠点機関は地域における

相談から医療、回復支援までの切れ目のない支

援体制を構築するための「アルコール健康障害

地域ネットワーク会議」を主催する。この会議

では、参加機関が依存症対策でそれぞれが果た

す役割を整理する。これにより相互の役割・業

務に精通し、情報提供や協力体制を築き、相談

から治療、回復支援までの連携体制を構築する。 

②人材育成研修：拠点機関は、身近な相談窓口

を増やすために市町村、事業体、その他各種の

相談窓口担当者に対し研修を行い窓口対応可

能な人材を育成する。「アルコール依存症は飲

酒をしていれば、誰でもなる可能性がある」「飲

酒量のコントロールができなくなる疾患であ

る」「医療や自助グループの活用で回復可能で

ある」などの正しい知識を浸透させる。さらに、

チエックリスト等の相談ツールを活用した簡

単な相談や社会資源の適切な情報提供、拠点機

関への繋ぎができる人材を育成する。研修受講

後に、アルコール相談を実施する窓口は、都道

府県政令指定都市指定のアルコール相談窓口

の愛称（例えば「アルトーク」）を名乗ること

ができる。公認のマークも表示でき、対策の関

連啓発資料の住民への普及の出先機関となる。  

③相談支援事業：相談は基本的に市町村や保健

所の一時相談窓口が受けるが、この事業では相

談支援とコンサルテーションを実施するため、

拠点機関は、家族や当事者の対面相談を行うほ

か、インターネット等の電子媒体を活用した幅

広い相談対応に努める。また一次相談窓口から

の求めに応じ、専門相談員が窓口担当者に困難

事例の関わりについてコンサルテーション（助

言指導）を行う。  

 ④モデル事業：支援効果を高めるモデル事業

を実施する。治療への動機を高めて医療や自助

グループに円滑につなげ、相談から治療、回復

支援に至る切れ目のない支援をするために、回

復者相談員や家族団体の経験者等を活用し、以

下のような事業を行う。a)家族の学習会・セミ

ナー・分かち合い等の家族の集い、 b)当事者

の集団療法・認知行動療法モデルミーティン

グ 、c)自助グループへの紹介モデルミーティ

ング、d)医療機関の専門治療プログラムのガイ

ダンス等である。 

⑤普及啓発事業：アルコール問題や依存症への 

正しい理解を進めるため、拠点機関は、地域の

連携ネットワークに参加する機関や団体に呼

びかけ、当事者や家族が正しい知識を得て早期

に相談が受けられるようにする。当事者の回復、

社会復帰の支援が円滑に進むような依存症に



偏見のない地域を創るために、住民への普及啓

発活動を行う。啓発事業は,アルコール健康障

害対策の普及啓発週間等を利用し、回復者と協

力して「アルコール依存症が回復する病気であ

る」こと等を広く住民に啓発する。これらを図

式化したものが図-１である。 

研究２：早期にアルコール依存症者をアルコ

ール専門医療機関に繋ぐための「情報提供書」

を作成する。また、紹介先のアルコール専門医

療機関は、平成 27 年度に抽出したアルコール

専門医療機関を精査したうえで、情報を収集し

て「MHWC が把握するアルコール専門医療機関情

報リスト」を作成し、「精神保健福祉センター、

保健所等とアルコール専門医療機関の連携マ

ニュアル」を作成する。 

1． 情報提供書 

 情報提供書の作成については、分担者や研究

協力者がこれまでアルコール依存症の治療に

携わってきた経験から医療機関を初診する際

に必要な最小限の情報内容に留めた。 

氏名、生年月日、年齢、性別（生物学的）、情

報提供の本人同意・家族同意の有無、治療目標、

現在の困りごと、簡単な病歴：推定初飲年齢、

推定習慣飲酒年齢、連続飲酒の有無、離脱症状

の有無、家族への影響、職場への影響等である。

作成した情報提供書をシート‐１として示す。

なおシートの電子データについては、全国精神

保健福祉センター長会常任理事会で許可を得

てセンター長会メーリングリストで提供する。

各精神保健福祉センターを介して所管域の保

健所への電子データの提供も行う。 

 ２．アルコール専門医療機関 

平成 27 年度の本分担研究班では、全国に

MHWC が把握するアルコール専門医療機関は、

399 か所あった。数からするとある程度充足さ

れているようにも見えるが、各自治体の医療機

関調査で、依存症を診察していると自己回答し

たがアルコール専門とは判断しきれない医療

機関が相当数含まれていることが判明した。そ

こで H28 年度は、10カ所以上の多くのアルコー

ル専門医療機関名を記載した MHWC、医療機関名

未記入の MHWC や専門医療機関なしと回答した

MHWC と直接電話やメールでの確認を行った。①

アルコール依存症リハビリテーションプログ

ラムいわゆる ARP を有する医療機関、②重度ア

ルコール依存症入院管理加算をしている医療

機関、③アルコール専門病棟の勤務歴が長い医

師がいて適切なアルコール依存症の医療の提

供ができている医療機関という基準を持って、

再度アルコール専門医療機関の選定を行った。

その結果、275 か所のアルコール専門医療機関

が選定され表－１、表－２を作成した。 

３．アルコール専門医療機関情報リスト 

表1のアルコール専門医療機関名をもとに機

関ごとにインターネットで得られる情報から

アルコール専門医療機関情報リストを作成委

託した。 

内容は医療機関の住所、TEL・Fax、診療科目、

アルコール治療プログラムの有無、アルコール

治療プログラムの内容、診察曜日・時間、予約

の必要性、家族相談の有無、その他、データ検

索ＵＲＬの医療機関情報を明らかにした。その

上で「精神保健福祉センターが把握するアルコ

ール専門医療機関情報リスト」を作成し、アル

コール依存症者をアルコール専門医療機関へ

早期に繋ぐことに役立てることとした。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究では、研究１、研究２のいずれにおい

ても個人情報に係わる内容は扱わない。 

 

Ｃ．研究結果 

平成 26 年度、研究１：アルコール関連問題

に関する地域における連携組織・連携活動の実

態についてのアンケート調査回収率は、100％

であった。 

調査 1 の MHWC が関わっているアルコール関

連問題に関わる連携については、52MHWC から

116 件（以下件を略す）の連携が回答された。

連携会議は 39 件であったが、フォーラム開催



に係わるものが3ありそれを除外してアルコー

ル医療に関わる連携は 36 である。このうちア

ルコール専門医療機関と保健所との連携 21、ア

ルコール専門医療機関と保健所と自助グルー

プとの連携は 15 あった。参加組織、連携会議

の内容から、アルコール医療連携が全国にどの

ように存在しているかを確認するために、MHWC

の各地方ブロックごとの件数は、北海道・東北

は 9MHWC に対し 2、関東・甲信越は 18MHWC に対

し3、北陸・中部は9MHWCに対し1、近畿は11MHWC

に対し 7、中国・四国は 11MHWC に対し 11、九

州は 11MHWC に対して 12であった。 

調査２の MHWC が関わっていないアルコール関

連問題に関わる連携については、36MHWC から

52 の連携の回答がなされた。連携会議があると

回答があったものの詳細は、連絡会議が 19、フ

ォーラム開催の為などを除くとアルコール医

療連携は、15 であった。さらにアルコール医療

連携に保健所との連携が加わると 11 になり、

医療連携と保健所との連携に自助グループが

加わると 7となる。MHWC の地方ブロック毎のア

ルコール医療連携件数は、北海道・東北 0、関

東・甲信越 4、北陸・中部 4、近畿 2、中国・四

国 4、九州 1であった。MHWC が関わっているア

ルコール医療連携と関わっていないアルコー

ル医療連携の総計を地方ブロック毎のアルコ

ール医療連携件数でみると、北海道・東北 2、

関東・甲信越 7、北陸・中部 5、近畿 9、中国・

四国 15、九州 13 であった。なおこのアルコー

ル医療連携の総数は、51 であった。 

研究２：研究１で調査結果の連携活動からアル

コール医療連携のある機関の所管センターに

関係組織間連携の状況をインタビューし、６タ

イプの連携モデルを作成した。さらに相模原市

モデルから北里大学東病院へのインタビュー

を実施し、1連携モデル図を作成した。 

連携モデル図についての基本モデル（図－１

を参照）は、依存症・家族を中心に据え、その

周辺を①アルコール専門治療機関、②自助グル

ープ、③社会復帰施設、④行政（センター・保

健所）が取り囲み連携の弧を描いて取り囲んで

いる。さらにその周囲を点線線で囲んだ⑤ネッ

トワーク（組織間連携）が囲んで支えている。

なお依存症・家族の楕円と周辺の諸機関の楕円

は、相互間を⇔で結んでいないが、相互関係が

成立しているものとみてほしい（以下基本連

携）。 

岡山市連携モデル（図－１）：基本連携に加

え、④ センターでは 1.5 次～2次予防対策を実

施している。⑤アルコールＧＰが周囲を取り巻

き、全体を支えているのが特徴である。 

さいたま市連携モデル（図－２）：基本連携

に加え④センターで家族会・HAPPY プログラム

を実施しており、⑤市域レベルの依存関連連絡

会と県レベルのアルコール連絡会連で二重に

支えているのが特徴である。 

川崎市モデル（図‐３）：基本連携に加え④

センターの診療所で支援困難例診療の実施、⑤

フォーラム開催のために連携して依存症者・家

族を支えているのが特徴である。 

相模原市連携モデル（図‐４）：基本連携に

加え①大学病院にアルコール専門外来がある。

④センターで、動機付け面接、HAPPY プログラ

ムを実施しているのが特徴である。 

横浜市連携モデル（図－５）：関係機関がお

互いの紹介レベルで緩やかに連携している。③

社会復帰施設が多いこと、⑥カウンセリングル

ームの存在が特徴である。 

 島根県モデル（図－６）：基本連携に加え①

総合病院のアルコール専門外来が特徴、一般科

から早期に依存症患者の紹介がある。④精神保

健福祉センターで多彩なプログラム（図－6 上

を参照）を実施、⑤県レベルで医療計画等重層

的にアルコール対策を実施しているのが特徴

である。 

北里大学東病院モデル（図－７）：基本連携

に加え①大学病院のアルコール専門外来と他

科外来・病棟がリエゾンで結ばれている。早期

にアルコール身体疾患合併症患者が受診する。

②院内で自助グループが開催される。ソーシャ



ルワーカーがアルコール教育等を実施してい

る。このモデルの多職種の連携関係を図８に示

す。 

平成 27 年度、研究１：アルコール依存症者を

医療に繋ぐための連携組織・連携活動について

のアンケート調査１、調査２、調査３の回収率

は、100％であった。結果の詳細については当

研究の調査報告書第 2報に譲る。結果の概略に

ついては考察に記載した。 

 研究２：家族会等からの医療紹介・連携モデ

ルを探るべく「ひばり家族会」にインタビュー

を行った。  

１．会の成り立ち  

 平成 26 年に開始。相模原断酒新生会の例会

に長年出席していた家族(配偶者)が発起人と

なり、5人程度で始めた。  

２．活動内容  

開催日程：毎月 1回(原則第 1 土曜 13-17 時）  

場所：相模大野ユニコムプラザ にて活動 

形式：クローズドミーティング形式。ソーシャ

ルワーカーがアドバイザーとして参加しクラ

フトを活用したグループワークを行う時もあ

る。  

参加者数：毎回 6から 10 人程度 である。 

３．連携  

 参加者の多くは、断酒会やパトリスの会(家

族会)など他のグループに繋がりながら参加し

ている。また、本人が安定した回復にある家族

の割合も多く、本人がまだ回復の段階になく困

っている家族を積極的に受け入れ、本人の治療

や支援について社会資源や相談機関、専門医療

機関を具体的に紹介し、繋がるための協力をし

ている（ピアサポート）。（図－10） 

なお、今回はどの位のアルコール依存症者を

医療に繋いだかの数の把握はないが、着実に役

立つ連携である。 

 平成 27 年度については、結果は考察に同時

記載とした。 

平成 28 年度、研究 1：平成 27 年度と平成 26

年度に抽出したアルコール依存症の治療・回復

支援等に関する多機関連携モデルから基本的

な多機関連携モデルを示すことを目的とし、合

わせてアルコール依存症者を早期にアルコー

ル専門医療機関に繋ぐための相談拠点となる

MHWC 等の役割を明確化する。 

地域アルコール依存症対策における MHWC の

役割については、これまでの当分担研究班の調

査結果から以下のような必要性が抽出できた。 

１．地域における依存症支援策に関する行政

（精保センター・保健所等）、医療、地域保健、

回復施設、更生保護、自助グループ、民間団体

の連携体制の構築に努める。 

２．現代の依存症問題のよりわかりやすい普及

啓発 を行う。 

３．当事者・家族がアクセスしやすい相談機関

の所管内への設置を担う。 

４．当事者回復支援プログラム実施機関を確保

する。地域の状況によっては先駆的に MHWC が

実施の役割を担う。 

５．家族への支援プログラムの充実を図り、家

族支援を強化する。 

６．当事者・家族の自助グループ活動の受け皿

となる。 

７．前述の自助グループ活動の育成/支援を行

う。 

これらを踏まえて、アルコール問題の相談拠

点と相談体制の要となる「アルコール問題地域

相談支援センター」案を示す。 

１）相談拠点機関の設置は、「アルコール問題

地域相談支援センター」等の分かりやすい名称

の相談拠点機関を都道府県に1カ所以上設置す

る（なお、わかりやすい名称については、ひき

こもり地域支援センターの看板を掲げること

によって相談数が激増したことが参考となっ

ている）。相談拠点機関の人員は、医師、保健

師、ソーシャルワーカーなどの専門職によるア

ルコール相談専門員（仮称：アルコールコンシ

ェルジュ）を配置する。なお、活動においては

回復者の相談員も活用する。相談拠点の長は、

相談拠点の受託先である機関（MHWC 等）の職員



の兼務が可能とする。各種事業は、受託先の事

業所との連携で行う。 

２）相談拠点における事業は、次の 5点が考え

られる。 

①連携構築：地域における相談支援体制の構築

のために、相談拠点機関は、都道府県政令市が

主宰する自治体のアルコール健康障害対策推

進会議に参画する。相談拠点機関は、保健、医

療、福祉、その他の事業所、関係団体などを参

集する。そして、相談拠点機関は地域における

相談から医療、回復支援までの切れ目のない支

援体制を構築するための「アルコール健康障害

地域ネットワーク会議」を主催する。この会議

では、参加機関が依存症対策でそれぞれが果た

す役割を整理する。これにより相互の役割・業

務に精通し、情報提供や協力体制を築き、相談

から治療、回復支援までの連携体制を構築する。 

②人材育成研修：拠点機関は、身近な相談窓口

を増やすために市町村、事業体、その他各種の

相談窓口担当者に対し研修を行い窓口対応可

能な人材を育成する。「アルコール依存症は飲

酒をしていれば、誰でもなる可能性がある」「飲

酒量のコントロールができなくなる疾患であ

る」「医療や自助グループの活用で回復可能で

ある」などの正しい知識を浸透させる。さらに、

チエックリスト等の相談ツールを活用した簡

単な相談や社会資源の適切な情報提供、拠点機

関への繋ぎができる人材を育成する。研修受講

後に、アルコール相談を実施する窓口は、都道

府県政令指定都市指定のアルコール相談窓口

の愛称（例えば「アルトーク」）を名乗ること

ができる。公認のマークも表示でき、対策の関

連啓発資料の住民への普及の出先機関となる。  

③相談支援事業：相談は基本的に市町村や保健

所の一時相談窓口が受けるが、この事業では相

談支援とコンサルテーションの実施するため、

拠点機関は、家族や当事者の対面相談を行うほ

か、インターネット等の電子媒体を活用した幅

広い相談対応に努める。また一次相談窓口から

の求めに応じ、専門相談員が窓口担当者に困難

事例の関わりについてコンサルテーション（助

言指導）を行う。  

 ④モデル事業：支援効果を高めるモデル事業

を実施する。治療への動機を高めて医療や自助

グループに円滑につなげ、相談から治療、回復

支援に至る切れ目のない支援をするために、回

復者相談員や家族団体の経験者等を活用し、以

下のような事業を行う。a)家族の学習会・セミ

ナー・分かち合い等の家族の集い、 b)当事者

の集団療法・認知行動療法モデルミーティン

グ 、c)自助グループへの紹介モデルミーティ

ング、d)医療機関の専門治療プログラムのガイ

ダンス等である。 

⑤普及啓発事業：アルコール問題や依存症への 

正しい理解を進めるため、拠点機関は、地域の

連携ネットワークに参加する機関や団体に呼

びかけ、当事者や家族が正しい知識を得て早期

に相談が受けられるようにする。当事者の回復、

社会復帰の支援が円滑に進むような依存症に

偏見のない地域を創るために、住民への普及啓

発活動を行う。啓発事業は,アルコール健康障

害対策の普及啓発週間等を利用し、回復者と協

力して「アルコール依存症が回復する病気であ

る」こと等を広く住民に啓発する。これらを図

式化したものが図-11 である。 

 

研究２：早期にアルコール依存症者をアルコ

ール専門医療機関に繋ぐための「情報提供書」

を作成する。また、紹介先のアルコール専門医

療機関は、平成 27 年度に抽出したアルコール

専門医療機関を精査したうえで、情報を収集し

て MHWC が把握するアルコール専門医療機関情

報リストを作成し、精神保健福祉センター、保

健所等とアルコール専門医療機関の連携マニ

ュアル」を作成する。 

2． 情報提供書 

 情報提供書の作成については、分担者や研究

協力者がこれまでアルコール依存症の治療に

携わってきた経験から医療機関を初診する際

に必要な最小限の情報内容にとどめた。 



氏名、生年月日、年齢、性別（生物学的）、

情報提供の本人同意・家族同意の有無、治療目

標、現在の困りごと、簡単な病歴：推定初飲年

齢、推定習慣飲酒年齢、連続飲酒の有無、離脱

症状の有無、家族への影響、職場への影響等で

ある。作成した情報提供書をシート‐１として

示す。なおシートの電子データについては、全

国精神保健福祉センター長会常任理事会で許

可を得てセンター長会メーリングリストで提

供する。各精神保健福祉センターを介して所管

域の保健所への電子データの提供も行う。 

 ２．アルコール専門医療機関 

平成 27 年度の本分担研究班では、全国に

MHWC が把握するアルコール専門医療機関は、病

院は 243 カ所、診療所数 156 カ所の計、399 カ

所あった。数からするとある程度充足されてい

るようにも見える。しかし、MHWC の所管域内に

あるアルコール専門医療機関数の充足状況に

関する設問に対しては、不十分が 75.4%MHWC で

あり十分には充足していないことが明らかと

なった。また、MHWC 所管域内の専門医療機関の

質が良いと回答したのは、33.3% MHWC で、不明

は、26.1%と 3 割弱 の MHWC が質の把握がなさ

れていない状況が有り、アルコール専門医療機

関の質の向上の必要性と医療機関のさらなる

把握の必要性が示唆された。また、各自治体の

医療機関調査で依存症を診察していると自己

申告したがアルコール専門とは判断しきれな

い医療機関が相当数含まれていることが判明

した。それゆえ H28 年度は、多くのアルコール

専門医療機関名を記載した MHWC、医療機関名未

記入の MHWC や専門医療機関なしと回答した

MHWC と直接電話やメールでの確認を行った。①

アルコール依存症リハビリテーションプログ

ラムいわゆる ARP を有する医療機関、②重度ア

ルコール依存症入院管理加算をしている医療

機関、③アルコール専門病棟の勤務歴が長い医

師がいて適切なアルコール依存症の医療の提

供ができている医療機関という基準を持って、

再度アルコール専門医療機関の選定を行った。

その結果、275 か所のアルコール専門医療機関

を抽出し、表－１アルコール専門医療機関名一

覧、表－２H28 年度 MHWC 所管域のアルコール

専門医療機関数を作成した。 

３．アルコール専門医療機関情報リスト 

表1のアルコール専門医療機関名をもとに機

関ごとにインターネットで得られる情報から

アルコール専門医療機関情報リストを作成委

託した。 

内容は医療機関の住所、TEL・Fax、診療科目、

アルコール治療プログラムの有無、アルコール

治療プログラムの内容、診察曜日・時間、予約

の必要性、家族相談の有無、その他、データ検

索ＵＲＬの医療機関情報を明らかにした。その

上で「精神保健福祉センターが把握するアルコ

ール専門医療機関情報リスト」を作成し、アル

コール依存症者をアルコール専門医療機関へ

早期に繋ぐことに役立てることとした。 

  

Ｄ．考察 

平成 26 年度、研究１の調査１において、MHWC

が関わる 36 のアルコール専門医療連携が抽出

されたが、全国の MHWC 数 69 からすると半数の

52.2％にとどまっていた。MHWC とアルコール専

門医療機関と保健所との連携は 21、MHWC とア

ルコール専門医療機関と保健所と自助グルー

プとの連携は 15 にとどまっていた。これらの

関係機関が連携の要であることが示唆された。

MHWC が関わっているアルコール医療連携を

MHWC の地方ブロック毎の MHWC 数とアルコール

医療連携数でみると、北海道・東北 9MHWC に対

して 2、関東・甲信越 18MHWC に対して 3、北陸・

中部 9 MHWC に対して 1、近畿 11 MHWC に対して

7、中国・四国 11 MHWC に対して 11、九州 11 MHWC

に対して 12 と近畿以西でアルコール医療連携

が多く西高東低の傾向にあった。 

調査２の MHWC が関わっていないアルコール

医療連携は、15 であった。さらにアルコール医

療連携に保健所との連携が加わると11になり、

医療連携と保健所との連携に自助グループが



加わると 7となる。MHWC の地方ブロック毎のア

ルコール医療連携件数は、北海道・東北 0、関

東・甲信越 4、北陸・中部 4、近畿 2、中国・四

国 4、九州 1であった。MHWC の関わりがあるア

ルコール医療連携が少ない地方に多い傾向が

みられた。 

MHWC が関わっているアルコール医療連携と

関わっていないアルコール医療連携の総計を

MHWC の地方ブロック毎のアルコール医療連携

件数でみると、北海道・東北 2、関東・甲信越

7、北陸・中部 5、近畿 9、中国・四国 15、九州

13 であった。総計をとっても西高東低の傾向が

認められた。なおこのアルコール医療連携の総

数は、51であった。 

いずれにしても MHWC 数に比してアルコール

医療連携の数は少なく、都市部では、アルコー

ル専門医療機関が多いことによるものなのか、

地方のアルコール関連問題学会の活動の活発

さによるものなのか、他の原因によるものなの

かその原因の究明と解析が必要であると考え

る。 

研究２：研究１で作成した７タイプのアルコ

ール医療連携モデル図は、図１～図 6 までの 6

タイプは、行政主体型のモデル図であり、図７

の北里大学東病院モデルは医療モデルである。

どちらのモデルを使うか立場に応じて使い分

けるべきであろう。 

岡山市連携モデル（図－１）：基本連携に加

え、④ センターでは 1.5 次～2次予防対策を実

施しており早期の医療への繋ぎの可能性を秘

めている。⑤アルコール医療懇話会（ＧＰネッ

ト）が周囲を取り巻き、全体を支えているのは

見習うべきモデルである。 

さいたま市連携モデル（図－２）：基本連携

に加え④センターで家族会・HAPPY プログラム

を実施しており早期の医療の繋ぎに役立つと

考えられる。⑤市域レベルの依存関連連絡会と

県レベルのアルコール連絡会連で二重に支え

ているのが特徴である。 

川崎市モデル（図‐３）：基本連携に加え④

センターの診療所で支援困難例診療の実施、⑤

フォーラム開催のために連携して依存症者・家

族を支えているのが特徴である。 

相模原市連携モデル（図‐４）：基本連携に

加え①大学病院にアルコール専門外来がある。

④センターで、動き付け面接、HAPPY プログラ

ムを実施しており早期の医療への繋ぎが可能

なモデルである。 

横浜市連携モデル（図－５）：関係機関がお

互いの紹介レベルで緩やかに連携している。③

社会復帰施設が多いこと、⑥カウンセリングル

ームの存在が特徴であり都市型の連携モデル

になりうると考えられる。 

 島根県モデル（図－６）：基本連携がしっか

りできておりに、加えて①総合病院のアルコー

ル専門外来が特徴で、一般科から早期にアルコ

ールによる合併症を有する依存症患者の紹介

があり早期に医療に繋げるためには理想的な

連携である。また④の精神保健福祉センターで

多彩なプログラム（図－6 上を参照）を実施し

ている、⑤県レベルで医療計画等重層的にアル

コール対策を実施しているのが特徴で目標と

すべき県タイプの良好な連携モデルと考えら

れる。 

北里大学東病院モデル（図－７）：基本連携

に加え①大学病院のアルコール専門外来と他

科外来・病棟がリエゾンで結ばれている。早期

にアルコール身体疾患合併症患者が受診する。

②院内で自助グループが開催される。ソーシャ

ルワーカーがアルコール教育等を実施してい

る。総合病院完結型のモデルと考えられる。 

7 タイプの連携図を踏まえて、現時点で提示

できるアルコール医療連携（図‐9）だが、基

本連携の①アルコール専門治療機関と②自助

グループの間に①´として一般医療機関を、①

´と②の間に⑥カウンセリングルームを配置

している。⑥については、都市型の機能なので

必要に応じて加えるとよい。また③の社会復帰

施設だが地域事情に応じて外しても良い。なお、

人によっては負債を抱えることがあるので債



務対応の機関を基本連携の外に配置してある。 

研究1では、アルコール医療連携数は少なく、

原因の究明は次年度の課題として残った。研究

2 では、7 タイプのアルコール医療連携モデル

図を示すことが出来た。それぞれ、少しずつ異

なっており、立場に応じた活用が必要である。

現時点のアルコール医療連携モデルを示すこ

とが出来た意義は大きいと考える。 

 

平成 27 年度は、アルコール依存症者の治療

導入の入り口の状況を明らかにするために、調

査１：MHWC が関わっているアルコール依存症者

を医療に繋ぐための機関連携・連携活動では、

多機関連携がある MHWC は、76.8%である。具体

的内容の記載があった活動数は合計 70 であっ

た。このうち、名称記載が成されたのが 49 活

動で、残り 21 活動は、名称未記入であった。

この未記入活動のち 14 は個別相談の連携内容

であった。70活動のうちアルコール依存症者を

直接医療に繋ぐための連携は、33 にとどまった。

うち 25 が個別相談に係わる連携であった。他

はアルコール依存症者が医療に繋がりやすく

するための普及啓発・機関連携の強化に関わる

ものであった。調査結果からアルコール依存症

者を直接医療に繋ぐ連携が 33 と少なく、アル

コール依存症者を医療に繋ぐ連携を増やす要

性が示唆された。 

②MHWC が把握しているアルコール依存症の

治療ができるアルコール専門医療機関は、

95.7%の MHWC にあった。なお、本調査ではアル

コール専門医療機関名にとどめた。MHWC のタイ

プで見ると県型 46MHWC、93.9%で、政令市型は

20MHWC、100%と政令市型の割合が多く、都市部

への偏在がうかがわれ、医療機関の無い地域へ

の設置の必要性が示された。アルコール専門医

療機関数と名称については、全国に病院は 243

あり、そのうちアルコールの治療プログラムが

あるのが 163 カ所、診療所数 156 カ所、そのう

ちプログラム有り 39 カ所、総計 399 施設であ

る。治療プログラムがある医療機関は半数の

202 カ所であった。アルコール専門医療機関が

ない MHWH が 3 カ所、病院・診療所名の記載の

ない MHWC が 6 か所認められた。今後の医療状

況の改善、医療機関情報の収集の改善の必要性

が示唆された。なお、10医療機関を超える把握

がなされた MHWC は 9 あるが、医療機関調査で

の依存症を診療しているという自己申告に基

づく把握が多く、実際のアルコール専門医療機

関はプロフラムを有する機関数＋α程度が、所

管域の専門治療機関数である可能性もあり精

査の必要性も示唆された。 

MHWC の所管域内にあるアルコール専門医療

機関の充足状況は、69MHWC 中十分足りている

MHWC 話なく、足りている 15.9%、不十分 75.4%、

足りていない 5.7％で、8割を超える MHWC がア

ルコール専門医療機関の不足を感じており、今

後アルコール専門医療機関の増加による充足

の必要性が示唆された。 

MHWC 所管域内の医療機関の質については

69MHWC 中良いと回答した MHWC は、33.3％で、

普通 36.2%、悪いが 1.4%、不明 26.1％と 7割強

は質の把握がなされていたが、3 割弱はなされ

ていなかった。MHWC においては今後アルコール

専門医療機関の質の改善と、医療機関のさらな

る把握の必要性が示唆された。 

調査２：MHWC が直接関わっていないがアルコ

ール依存症者を医療に繋ぐための機関連携・連

携活動では、連携がある MHWC は 34.7%であり、

具体的な内容記載があった活動は合計で 29 で

ある。約半数近くの 46.2％の MHWC で地域の連

携活動が把握されていなかった。なお、前述 29

のうち記載内容からアルコール依存症者を直

接医療に繋ぐ活動は 12 と少なく増やす必要性

が示されたである。 

MHWC が直接は関わっていないが地域にある

アルコール依存症者を医療に繋ぐための機関

連携・活動機関は、精神科医療機関、保健所、

断酒会、アルコール専門治療機関の順に多く、

これらの機関が連携の要であることがうかが

えた。 



調査３：MHWC 所管域におけるアルコール依存

症者を医療に繋ぐ状況の評価は、69MHWC 中でき

ている 5.8%、ほぼできている 17.4%で概ね繋ぎ

ができているのは、23.2%と１/4 以下であった。

少しできているが、73.9%で、全くできていな

い・無回答が 1.4%あり、繋ぎ機能の強化の必要

性が示唆された。 

MHWC の個別診療の実施は、できている MHWC

が 5.8%、ほぼできているが 11.6%で概ね個別診

療ができているのは、17.4%と１/5 以下であっ

た。少しできているが 36.2%で、全くできてい

ないのが 44.9%で、無回答が 1.4%であった。少

しできている、全くできていない理由としては

その他が、62.5%と一番多く、関与する人材不

足 19.6%で、医療機関不足 10.7%、専門の技術

不足 5.4%であった。その他の理由としては

37MHWC 中 21 が診療機能を有していないことを

あげたが、各自治体の権限に係わるものであり、

改善の難しさがうかがえた。 

医療機関の情報提供は、69MHWC 中できている

のが 30.4%で、ほぼできているのが 44.9%で、

合わせて 75.3%と 3/4 が概ね情報提供ができて

いる状況にあった。少しできているのが 23.2%

で、全くできていないが 0、無回答が 1.4%であ

った。できていない主な理由としては、16MHWC

中半数の 8MHWC、50%が医療機関の不足をあげて

おり、さらに改善するためにはアルコール専門

医療機関の充実の必要性が示唆された。 

医療への繋ぎは、69MHWC中できているは8.7%

で、ほぼできているは 29%で、2 つを合わせて

概ね診療ができているのは、37.7%と 1/3 程度

の MHWC でしかできていない状況にあった。少

しできている、全くできていないを合わせると、

できていないのが 60.8%であった。できていな

い主な理由は、42MHWC 中、医療機関の不足を理

由に挙げるものが 28.6%で、関与する人材不足

は 19%、専門技術の不足 9.5%あった。その他の

理由をあげた 17MHWC のうち多いのは 4MHWC が

相談数の少なさや無いことをあげ、次いで区福

祉センターが対応すること等になっているの

が 3MHWC であった。いずれにしても専門医療機

関の充足は医療への繋ぎを良くするためにも

不可欠である。 

これらからアルコール依存症者を医療に繋

ぐためには、①地域及び MHWC の連携を増やす

必要性がある。②医療機関の無い地域への設置

の必要性が示された。③医療機関状況の改善、

機関情報の収集の改善が示唆された。④医療機

関増による充足の必要性が示唆された。⑤医療

機関更なる質の向上並びに把握の必要性が示

された。⑥MHW が関わらない連携も少なく増や

す必要性が示唆された。⑦個別診療の状況改善

も必要性が示唆された。⑧医療機関へのつなぎ

の状況改善が必要であり、合わせてアルコール

専門医療機関の増加と質の向上も不可欠であ

る。⑨アルコール依存症と家族が、家族会など

ピアサポートを行っている自助グループとの

連携を積極的に行っていくことも有効と考え

られた。 

 

平成 28 年度、研究 1：平成 26、27 のアルコ

ール依存症とアルコール専門医療機関との連

携活動の少ないこと、その強化の必要性、連携

の要がアルコ－ル専門医療、精神科医療機関、

保健所、断酒会、福祉事務所であるという研究

結果を踏まえ MHWC 等が中心となりアルコール

問題の相談拠点と相談体制の要となる役割を

担うアルコール問題地域相談支援センター案

を示した。専門職によるアルコール相談専門員

（仮称：アルコールコンシェルジュ）を配置す

ることを提案した。活動においては回復者の相

談員も活用することで、回復するイメージを周

知することにも役立ってもらえると考えた。相

談拠点における事業は、次の 5 点①連携構築、

②人材育成研修、③相談支援事業、④モデル事

業、⑤普及啓発事業を挙げたが、全てを同時期

に実施するのは困難なので各 MHWC それぞれの

状況に応じて拡大して充実していく必要があ

ると考えている。 

アルコール健康障害対策基本法で整備すべ



き相談拠点の機能は、これまで MHWC が担って

きた機能の発展型ともいえる。そのため、MHWC

は、積極的に相談拠点機関を受託し、アルコー

ル健康障害対策基本法の実務の要となる必要

があるだろう。この相談拠点については、アル

コール以外の種々の依存対策にも汎用できる。

地域依存症対策において、「アルコール問題地

域相談支援センター」の役割を持つことは、今

後の様々な依存・嗜癖に対応する地域アディク

ション相談支援センターへの展開も期待でき、

相談支援センターを受託した MHWC はこれまで

以上に様々な依存・嗜癖に貢献が可能になると

考える。 

研究２：早期にアルコール依存症をアルコー

ル専門医療機関に繋ぐために「情報提供書」

「MHWC が把握するアルコール専門医療機関情

報リスト」を作成し、「精神保健福祉センター、

保健所等とアルコール専門医療機関の連携マ

ニュアル」とした。 

 情報提供書は、医療機関を初診する際に必要

な最小限の情報内容に留めた。作成した情報提

供書をシート‐１を利用することで平易に紹

介が可能となる。全国の MHWC と保健所に配布

することで活用が広がると考えている。 

 アルコール専門医療機関を①アルコール依

存症リハビリテーションプログラムいわゆる

ARP を有する医療機関、②重度アルコール依存

症入院管理加算をしている医療機関、③アルコ

ール専門病棟の勤務歴が長い医師がいて適切

なアルコール依存症の医療の提供ができてい

る医療機関という基準をもって再選定したこ

とによって全国275か所のアルコール専門医療

機関が抽出され表－１、表－２を作成したが、

絞り込むことである程度の質の担保されたア

ルコール専門医療機関に繋ぐことができるよ

うになったと考えている。アルコール治療プロ

グラムを有する医療機関への繋ぎを優先すべ

きと考える。 

アルコール専門医療機関情報リストは、精神

保健福祉センターが把握するアルコール専門

医療機関情報リストとして作成して精神保健

福祉センター、保健所とアルコ－ル専門医療機

関の連携マニュアルとして各 MHWC と各保健所

に配布することとしておりリストを見れば紹

介先が容易にわかりアルコール依存症者をア

ルコール専門医療機関へ早期に繋ぐことに役

立てると考えている。 

 

総括：アルコール依存症者を医療に繋ぐために、

①MHWC がアルコール問題地域相談支援センタ

ーの役割を担い地域の要となる機関連携モデ

ルを示したが、今後の依存症をはじめとするア

ルコール問題の解決に寄与できるものと考え

ている。②「精神保健福祉センター、保健所等

とアルコ－ル専門医療機関の連携マニュアル」

を使用することで、これまでより容易に繋ぎが

できるようになることを期待したい。 

  

Ｅ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

平成 29 年 9 月のアルコール関連問題学会

で発表を予定している。 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 

特になし 

 ２．実用新案登録 

   特になし 

 ３．その他 

   特になし 

Ｇ．参考文献 

 １．アルコール依存症の治療・社会復帰に対

する医療機関、行政、自助グループ、社会復帰

施設等の連携の在り方に関する研究 第 2 報 

研究報告書 研究分担者 白川教人 

 ２．最近の制度改革や課題に対応した精神保

健福祉センターの役割 白川教人 原田豊 

田辺等 公衆衛生 第 80 巻 第 11 号 

p813-818 医学書院 
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                   シート 1 

情報提供書 
（情報提供への同意有   □本人  □家族） 

患者 ID 氏名 生年月日 
S ･ H   年   月  
日生 

年齢 
才 

性別   

男・女 

現在の困りごと（ご本人）:  
 
ご本人の治療への希望: 断酒 ・ 節酒 

病歴 

推定初飲年齢 
歳 

推定習慣飲酒年齢 
      歳 

連続飲酒 
有・無 

離脱症状 
有・無 

精神科合併症 
 

身体的合併症 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（家族・職場への影響） 
 
 
 
 
 
 
処方 （処方医療機関:                     ） 
 
 
 
備考 
 
 
（相談日 H   年  月  日）   記載者:                    
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表－１ アルコール専門医療機関一覧   アルコール治療プログラムの有無（H28） 

センター名 病院名一覧 ｐ有無 診療所名一覧 ｐ有無 

北海道立精神保健

福祉センター 

北見赤十字病院 

こぶし植苗病院 

相川記念病院  

旭川圭泉会病院  

空知病院 

熊谷病院 

函館渡辺病院 

大江病院 

道立緑ヶ丘病院 

石橋病院 

苫小牧緑ヶ丘病院 

江別すずらん病院 

（札幌医科大学付属病院） 

（旭山病院） 

（五稜会病院） 

（札幌太田病院） 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

北海道立精神保健福祉センター 

メンタルケアわかくさ 

（幹メンタルクリニック） 

○

○ 

○ 

札幌こころのセン

ター（札幌市精神保

健福祉センター） 

札幌医科大学付属病院 

旭山病院 

五稜会病院 

札幌トロイカ病院 

札幌太田病院 

さっぽろ香雪病院 

○

○ 

○ 

○ 

○ 

＊ 

大通公園メンタルクリニック 

幹メンタルケアクリニック 

さっぽろ麻生メンタルクリニック 

○ 

○ 

○ 

青森県立精神保健

福祉センター 

生協さくら病院 

藤代健生病院 

芙蓉会病院 

十和田市立中央病院 

○ 

○ 

○

○ 

  

岩手県精神保健福

祉センター 

盛岡市立病院 

岩手県立南光病院 

北リアス病院 

宮古山口病院 

国立花巻病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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センター名 病院名一覧 ｐ有無 診療所名一覧 ｐ有無 

三陸病院 

岩手県立一戸病院 

○ 

○ 

宮城県精神保健福

祉センター 
東北会病院 ○ 

  

仙台市精神保健福

祉総合センター 
（東北会病院） ○ WANA クリニック ○ 

秋田県精神保健福

祉センター 
なし    

山形県精神保健福

祉センター 

二本松会上山病院 

公徳会若宮病院 

斗南会秋野病院 

公徳会佐藤病院 

山容会山容病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

  

福島県精神保健福

祉センター 
なし    

茨城県精神保健福

祉センター 

豊後荘病院 

ホスピタル坂東 

○ 

○   

栃木県精神保健福

祉センター 
岡本台病院 ○ 

  

群馬県こころの健

康センター 
赤城高原ホスピタル ○ 

  

埼玉県メンタルヘ

ルスセンター（埼玉

県立精神保健福祉

センター） 

埼玉県立精神医療センター 

不動ヶ岡病院 

久喜すずのき病院 

（与野中央病院） 

○ 

○ 

○ 

○ 

（白峰クリニック） 

（ひがメンタルクリニック） 

 

 

○ 

○ 

 

 

さいたま市こころ

の健康センター 
与野中央病院 ○ 

白峰クリニック 

ひがメンタルクリニック 

○ 

○ 

千葉県精神保健福

祉センター 

船橋北病院 

秋元病院 

○ 

○   
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センター名 病院名一覧 ｐ有無 診療所名一覧 ｐ有無 

（下総精神医療センター） ○ 

千葉市こころの健

康センター 
下総精神医療センター ○ 新検見川クリニック  ○ 

東京都立精神保健

福祉センター 

東京足立病院 

東京アルコール医療総合センター 

○ 

○ 

周愛利田クリニック 

周愛巣鴨クリニック 

うらべ医院 

京橋メンタルクリニック 

きむらメンタルクリニック 

こまごめ緑陰診療所 

榎本クリニック 

メンタルオフィス亀戸 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

東京都立中部総合

精神保健福祉セン

ター 

東京都立松沢病院 

昭和大学附属烏山病院 

○ 

○ 

アパリクリニック 

慈友クリニック 

洗足心療内科クリニック 

金杉クリニック 

○ 

○ 

 

＊ 

東京都立多摩総合

精神保健福祉セン

ター 

駒木野病院 

井之頭病院 

桜ヶ丘記念病院 

よしの病院 

高月病院 

東京高尾病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

＊ 

  

川崎市精神保健福

祉センター   
沼田クリニック 

 

神奈川県精神保健

福祉センター 

独立行政法人国立病院機構 

久里浜医療センター 

清川遠寿病院 

みくるべ病院 

（神奈川県立精神医療センター） 

○ 

 

 

○ 

○ 

  

横浜市こころの健

康相談センター 

神奈川県立精神医療センター 

神奈川病院 

（独立行政法人国立病院機構

○ 

○ 

○ 

大石クリニック 

まこと心のクリニック 

関内メンタルクリニック 

○ 
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センター名 病院名一覧 ｐ有無 診療所名一覧 ｐ有無 

久里浜医療センター）  寿診療所  

相模原市精神保健

福祉センター 

北里大学東病院 

相模湖病院 

○ 

 

北条クリニックはしもと 

北条クリニックおおの 
 

新潟県精神保健福

祉センター 
三交病院 ＊ ながおか心のクリニック 

 

新潟市こころの健

康センター 
河渡病院 ○ 

かとう心療内科クリニック 

ささえ愛よろずクリニック 
 

山梨県立精神保健

福祉センター 

県立北病院 

住吉病院 

○ 

○   

長野県精神保健福

祉センター 

こころの医療センター駒ヶ根 

千曲荘病院 

飯田病院 

城西病院 

北アルプス医療センターあづ

み病院 

○ 

 

 

 

 

 

  

岐阜県精神保健福

祉センター 

各務原病院 

養南病院 

○ 

○   

静岡県精神保健福

祉センター 

聖明病院 

服部病院 

○ 

○ 

（マリアの丘クリニック） 

 

○ 

 

静岡市こころの健

康センター   
マリアの丘クリニック ○ 

浜松市精神保健福

祉センター 
佐鳴湖病院  木戸メンタルクリニック  

愛知県精神保健福

祉センター 

刈谷病院 

犬山病院 

桶狭間病院こころのケアセン

ター 

共和病院 

南豊田病院 

可知記念病院 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 
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センター名 病院名一覧 ｐ有無 診療所名一覧 ｐ有無 

名古屋市精神保健

福祉センター 
八事病院 ○ 西山クリニック ○ 

三重県こころの健

康センター 

三重県立こころの医療センター

  

国立病院機構 榊原病院

  

○ 

○ 

かすみがうらクリニック  

おおごしクリニック  

○ 

 

滋賀県立精神保健

福祉センター 

滋賀県立精神医療センター 

びわこ病院 

○ 

○   

富山県心の健康セ

ンター 
谷野呉山病院 ○ アイ・クリニック ○ 

石川県こころの健

康センター 

加賀こころの病院 

県立高松病院 

松原病院 

○ 

○ 

○ 
  

福井県総合福祉相

談所 
福井県立病院 ○ 

  

京都府精神保健福

祉総合センター 
府域にはなし    

京都市こころの健

康増進センター 
いわくら病院 ○ 

安東医院 

広兼医院 

○ 

 

大阪府こころの健

康総合センター 

大阪府立精神医療センター 

東大阪山地病院 

新阿武山病院 

新生会病院 

丹比荘病院 

阪和いずみ病院 

（金岡中央病院） 

＊ 

○

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

稲垣診療所 

川田クリニック 

新阿武山クリニック 

ひがし布施辻本クリニック 

（ひでんいん（悲田院）クリニック） 

（小谷クリニック） 

（藤井クリニック） 

 

○

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

大阪市こころの健

康センター 
  

ひでんいん（悲田院）クリニック 

小谷クリニック 

藤井クリニック 

○

○ 

○ 

堺市こころの健康

センター 
金岡中央病院 ○ 
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センター名 病院名一覧 ｐ有無 診療所名一覧 ｐ有無 

兵庫県精神保健福

祉センター 

東加古川病院 

新淡路病院 

公立宍粟総合病院 

豊岡病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

ただしメンタルクリニック ○ 

神戸市こころの健

康センター 

垂水病院 

兵庫県立光風病院 

有馬高原病院 

○ 

○ 

○ 

宋神経科クリニック 

幸地クリニック 

○ 

○ 

奈良県精神保健福

祉センター   

医療法人植松クリニック 

医療法人八木植松クリニック 

○ 

○ 

和歌山県精神保健

福祉センター 

和歌浦病院 

和歌山県立こころの医療セン

ター 

○ 

 

 
  

鳥取県立精神保健

福祉センター 
渡辺病院 ○ 

  

島根県立心と体の

相談センター 

松江赤十字病院 

松江市立病院 

八雲病院 

こなんホスピタル 

安来第一病院 

奥出雲コスモス病院 

県立こころの医療センター 

西川病院 

松が丘病院 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

  

岡山県精神保健福

祉センター 

希望ヶ丘ホスピタル 

積善病院 

ももの里病院 

○ 

○ 

○ 
  

岡山市こころの健

康センター 

岡山県精神科医療センター 

慈圭病院 

林精神医学研究所附属林道倫

精神科神経科病院 

○ 

○ 

○ 

 

ゆうクリニック 

けやき通りメンタルクリニック  

広島県立総合精神

保健福祉センター 

全 16 機関の記載あり 2 重複 

センターに問い合わせの事 
 

全 6 機関の記載あり 

センターに問い合わせの事 
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センター名 病院名一覧 ｐ有無 診療所名一覧 ｐ有無 

広島市精神保健福

祉センター 

瀬野川病院 

草津病院 

○ 

○   

山口県精神保健福

祉センター 

山口県立こころの医療センター 

高嶺病院 

○ 

○   

徳島県精神保健福

祉センター 
藍里病院 ○ あいざとパテイオクリニック 

 

香川県精神保健福

祉センター 
三光病院 ○ 

  

愛媛県心と体の健

康センター 

松風病院 

西条道前病院 

正光会今治病院 

和ホスピタル 

堀江病院 

松山記念病院 

久米病院 

愛媛生協病院 

くじら病院 

双岩病院 

正光会宇和島病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

みやもとクリニック 

兵頭クリニック 

○ 

○ 

高知県立精神保健

福祉センター 

海辺の杜ホスピタル 

岡豊病院 

下司病院 

○ 

○ 

○ 
  

福岡県精神保健福

祉センター 

福岡県立精神医療センター太

宰府病院 

おおりん病院 

回生病院 

一本松すずかけ病院 

行橋記念病院 

のぞえ総合心療病院 

乙金病院 

三池病院 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

＊ 

＊ 
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センター名 病院名一覧 ｐ有無 診療所名一覧 ｐ有無 

北九州市立精神保

健福祉センター 

新門司病院 

門司松ヶ江病院 

門司田野浦病院 

平尾台病院 

松尾病院 

八幡厚生病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

  

福岡市精神保健福

祉センター 

医療法人社団 飯盛会 倉光

病院 

医療法人優なぎ会 雁の巣病

院 

○ 

 

○ 

 

  

佐賀県精神保健福

祉センター 

肥前精神医療センター 

森本病院 

○ 

○ 

多布施クリニック 

 

○ 

 

長崎県 長崎こど

も・女性・障害者支

援センター 

西脇病院 

道ノ尾病院 

三和中央病院 

真珠園療養所 

あきやま病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

  

熊本県精神保健福

祉センター 

あおば病院 

有働病院 

菊池有働病院 

菊陽病院 

酒井病院 

益城病院 

松田病院 

吉田病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

  

熊本市こころの健

康センター 

向陽台病院 

こころの医療センター 

明生病院 

○ 

○ 

○ 
  

大分県こころとか

らだの相談支援セ

ンター 

大分丘の上病院 

鶴見台病院 

山本病院 

大分友愛病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

河村クリニック 

竹下粧子クリニック 

○ 

○ 
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センター名 病院名一覧 ｐ有無 診療所名一覧 ｐ有無 

帆秋病院 

杵築オレンジ病院 

○ 

 

宮崎県精神保健福

祉センター 
大悟病院 ○ 

  

鹿児島県精神保健

福祉センター 

鹿児島県立姶良病院 

三州脇田丘病院 

谷山病院 

森口病院 

メンタルホスピタル大隅 

指宿竹本病院 

奄美病院 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

  

沖縄県立総合精神

保健福祉センター 

糸満晴明病院 

琉球病院 

○ 

○   

※都道府県と政令指定都市が重複し名称をあげている場合は、原則として所在地側に記載し、一方を( )ている。 

※ｐ有無欄は、アルコールリハビリテーションプログラムを有している場合に○を付した。 

※医療機関調査中にプログラムがあることが確認できた病院、診療所のｐ有無欄に＊を付記した。 
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表－２ H28 年度 各精神保健福祉センター所管圏域のアルコール専門医療機関数 

 
センター名 

病院数 診療所数 合計 

（ ）内は、そのうちアルコール治療プログラムがある機関数 

1 北海道立精神保健福祉センター 1２ (12) ２ (2) 14 (14) 
2 札幌こころのセンター（札幌市精神保健福祉センター） ６ (5) ３ (3) 9 (8) 
3 青森県立精神保健福祉センター  4 (4)   4 (4) 
4 岩手県精神保健福祉センター 7 (7)   7 (7) 
5 宮城県精神保健福祉センター 1 (1)   1 (1) 
6 仙台市精神保健福祉総合センター   1 (1) 1 (1) 
7 秋田県精神保健福祉センター なし１     0  
8 山形県精神保健福祉センター ５ (5)   ５ (5) 
9 福島県精神保健福祉センター なし２     0  
北海道・東北ブロック ９センター 小計 ３５ (34) 6 (6) ４１ (40) 

10 茨城県精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 
11 栃木県精神保健福祉センター 1 (1)   1 (1) 
12 群馬県こころの健康センター 1 (1)   1 (1) 
13 埼玉県メンタルヘルスセンター 3 (3)   3 (3) 
14 さいたま市こころの健康センター 1 (1) 2 (2) 3 (3) 
15 千葉県精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 
16 千葉市こころの健康センター 1 (1) 1 (1) ２ (2) 
17 東京都立精神保健福祉センター 2 (2) 8 (8) 10 (10) 
18 東京都立中部総合精神保健福祉センター 2 (2) 4 (2) 6 (4) 
19 東京都立多摩総合精神保健福祉センター 6 (5)   ６ (5) 
20 川崎市精神保健福祉センター   1   1  
21 神奈川県精神保健福祉センター 3 (2)   3 (2) 
22 横浜市こころの健康相談センター 2 (2) 4 (1) 6 (3) 
23 相模原市精神保健福祉センター  2 (1) 2  4 （1） 
24 新潟県精神保健福祉センター   1  1  2  
25 新潟市こころの健康センター 1 (1) 2  3 (1) 
26 山梨県立精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 
27 長野県精神保健福祉センター 5 (1)   5 (1) 

関東・甲信越ブロック １８センター小計 37 (29) 25 （14） 62 （43） 
28 岐阜県精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 
29 静岡県精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 
30 静岡市こころの健康センター   1 (1) 1 (1) 
31 浜松市精神保健福祉センター   1  1  2  
32 愛知県精神保健福祉センター 6 (6)   6 (6) 
33 名古屋市精神保健福祉センター 1 (1) 1 (1) 2 (2) 
34 三重県こころの健康センター 2 (2) 2 (1) 4 (3) 
35 滋賀県立精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 



31 

 
センター名 

病院数 診療所数 合計 

（ ）内は、そのうちアルコール治療プログラムがある機関数 

36 富山県心の健康センター 1 (1) 1 (1) 2 (2) 
37 石川県こころの健康センター 3 (3)   3 (3) 
38 福井県総合福祉相談所 1 (1)   1 (1) 
39 京都府精神保健福祉総合センター なし 3     ０  
40 京都市こころの健康増進センター 1 (1) ２ (1) ３ (2) 
41 大阪府こころの健康総合センター ６ (5) ４ (３) 10 (8) 
42 大阪市こころの健康センター     3 (３) 3 (3) 
43 堺市こころの健康センター 1 (１)   1 (1) 
44 兵庫県精神保健福祉センター 4 (4) 1 (1) 5 (5) 
45 神戸市こころの健康センター ３ (3) 2 (2) 5 (5) 
46 奈良県精神保健福祉センター   2 (2) 2 (2) 
47 和歌山県精神保健福祉センター 2 (1)   2 (1) 

中部・近畿ブロック ２０センター 小計 38 （35） 20 （16） 58 （51） 
48 鳥取県立精神保健福祉センター 1 (1)   1 (1) 
49 島根県立心と体の相談センター   9 (6)   9 (6) 
50 岡山県精神保健福祉センター 3 (3)   3 (3) 
51 岡山市こころの健康センター 3 (3) 2  5 (3) 
52 広島県立総合精神保健福祉センター 名無１ 14  6  20  
53 広島市精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 
54 山口県精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 
55 徳島県精神保健福祉センター 1 (1) 1  2 (1) 
56 香川県精神保健福祉センター 1 (1)   1 (1) 
57 愛媛県心と体の健康センター 11 (11) 2 (2) 13 (13) 
58 高知県立精神保健福祉センター 3 (3)   3 (3) 

中国・四国ブロック １１センター 小計 50 （33） 11 (2) 61 （35） 
59 福岡県精神保健福祉センター 8 (3)   8 (3) 
60 北九州市立精神保健福祉センター 6 (6)   6 (6) 
61 福岡市精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 
62 佐賀県精神保健福祉センター 2 (2) 1 (1) 3 (3) 
63 長崎県長崎こども・女性・障害者支援センター 5 (5)   5 (5) 
64 熊本県精神保健福祉センター 8 (8)   8 (8) 
65 熊本市こころの健康センター 3 (3)   3 (3) 
66 大分県こころとからだの相談支援センター ６ (5) ２ (2) ８ (7) 
67 宮崎県精神保健福祉センター 1 (1)   1 (1) 
68 鹿児島県精神保健福祉センター 7 (7)   7 (7) 
69 沖縄県立総合精神保健福祉センター 2 (2)   2 (2) 

九州ブロック １１センター 小計 50 （44） 3 （3） 53 （47） 
合 計 210 （175） 65 （41） 275 （216） 
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※都道府県と政令指定都市が同機関をあげている場合は、原則として所在地側にきさいしている。 

※所管圏域にアルコール専門医療機関が「ない」と回答した場合は、合計の欄に 0 と記載している。 
※アルコール治療プログラムがある機関数は、公表可能として具体的にあげられた病院名、診療所名において、「アルコール治療プログラムがある」 

に○があった機関をカウントした結果である。 
 


